
第６２期連結計算書類の連結注記表

第６２期計算書類の個別注記表

            

当社は、定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、
「連結計算書類の連結注記表」および「計算書類の個別注記表」に
つきましては、法令および定款第１７条の規定に基づき、当社ホーム
ページに掲載することにより株主の皆様に提供しております。
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連 結 注 記 表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項
連結子会社の数  23社

（国内）

トッパン・フォームズ・セントラルプロダクツ㈱ トッパン・フォームズ東海㈱

トッパン・フォームズ・オペレーション㈱ テクノ・トッパン・フォームズ㈱

トッパン・フォームズ・サービス㈱ トッパン・フォームズ関西㈱

トッパン・フォームズ西日本㈱ 北海道トッパン・フォームズ㈱

山陽トッパン・フォームズ㈱ 沖縄ビジネスフォーム㈱

㈱トスコ ＴＦペイメントサービス㈱

㈱ジェイ エスキューブ

（海外）

Ｔ．Ｆ．カンパニー社 トッパン・フォームズ(香港)社

トッパン･フォームズ･コンピュータ･システムズ社 マンソン･コンピュータ･フォーム社

深セン瑞興印刷有限公司 広州トッパン・フォームズ情報技術有限公司

トッパン･フォームズ･カード･テクノロジーズ社 トッパン･フォームズ･インフォメーション・システムズ(上海)社

トッパン・フォームズ(シンガポール)社 データ･プロダクツ･トッパン･フォームズ社

すべての子会社を連結しております。

２．持分法の適用に関する事項
持分法適用関連会社の数  ３社

（海外）

浙江茉織華印刷有限公司 ＣＦＭトッパン･フォームズ(マレーシア)社

トッパン・フォームズ(コロンボ)社

すべての関連会社に持分法を適用しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

海外の連結子会社のうち、Ｔ．Ｆ．カンパニー社、他９社の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっ

ては、同日現在における各社の計算書類を使用しておりますが、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連

結決算上必要な調整を行っております。
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４．会計方針に関する事項

（１） 重要な資産の評価基準および評価方法

①有価証券

満期保有目的の債券 償却原価法

その他有価証券

a.時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

                                       直入法により処理し、売却原価は主として総平均法により算定）

b.時価のないもの 主として総平均法による原価法

②デリバティブ 時価法

③たな卸資産

a.商品(ｻﾌﾟﾗｲ)･原材料・貯蔵品 主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）

b.商品(機器)･製品・仕掛品 主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切り下げの方法）

（２）重要な減価償却資産の減価償却方法

①有形固定資産（リース資産を除く） 主として法人税法の規定に基づく定率法

ただし、当社および国内連結子会社については、平成10年４月1日

以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法を採

用しております。

②無形固定資産（リース資産を除く） 主として法人税法の規定に基づく定額法

なお、当社および国内連結子会社における自社利用のソフトウエア

については、社内における利用可能期間（主として５年）に基づく定

額法を採用しております。

③リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

④長期前払費用 均等償却

なお、主な償却期間は５年であります。
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（３） 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度において負担すべき見積額を計上しております。

③役員賞与引当金

当社は役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額を計上しております。

④役員退職慰労引当金

国内連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく連結会計年度末要支給額を計上しております。

また、当社は平成18年６月29日開催の定時株主総会の日をもって、役員退職慰労金制度を廃止しております。

なお、当該総会までの在任期間に対応する役員退職慰労金相当額については、役員退職慰労引当金に計上し

ております。

（４） 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

①当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

②その他の工事

工事完成基準

（５） 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（６） 重要な外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、在

外子会社等の資産および負債並びに収益および費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘定に含めております。

（７） のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却は、投資効果の発現する期間にわたり均等償却を行っております。

（８） 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務

から年金資産の額を控除した額を計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計

年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により発生年度から

費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として15

年）による定額法により翌連結会計年度から費用処理することとしております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括

利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
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（９） 会計方針の変更

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、「連

結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）、及び

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）

等を、当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰

余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更いたしました。

また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配

分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結計算書類に反映させる方法に変更いたします。加えて、

当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び事

業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来に

わたって適用しております。

なお、当連結会計年度において、連結計算書類及び１株当たり情報に与える影響額はありません。
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連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額

112,806 百万円

連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式の総数に関する事項

当連結会計年度（自 平成 27 年４月 1 日 至 平成 28 年３月 31 日）

当連結会計年度

期首株式数（千株）

当連結会計年度増加

株式数（千株）

当連結会計年度減少

株式数（千株）

当連結会計年度末

株式数（千株）

発行済株式

普通株式 115,000 ― ― 115,000

合計 115,000 ― ― 115,000

２．配当に関する事項

（１） 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成 27 年６月 26 日

定時株主総会
普通株式 1,387 12.5 平成 27 年３月 31 日 平成 27 年６月 29 日

平成 27 年 10 月 30 日

取締役会
普通株式 1,387 12.5 平成 27 年９月 30 日 平成 27 年 12 月７日

（２） 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度末後に予定されているもの

決議 株式の種類

配当金の

総額

（百万円）

配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成 28 年６月 29 日

定時株主総会
普通株式 1,387 利益剰余金 12.5 平成 28 年３月 31 日 平成 28 年６月 30 日
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金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

当社グループにおける一時的な余剰資金は安全性の高い金融資産で運用しており、投機的な運用は行っておりません。

受取手形及び売掛金にかかる顧客の信用リスクは、得意先情報管理規程および債権等管理規程に沿ってリスク低減を図

っております。また、有価証券及び投資有価証券は主として株式および社債であり、上場株式については定期的に時価の把

握を行っております。

２．金融商品の時価等に関する事項

平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれら差額については、次のとおりであります。なお、時価

を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時  価 差  額

(１)現金及び預金 59,547 59,547 ―

(２)受取手形及び売掛金 49,691

△貸倒引当金(※) △332

49,359 49,359 ―

(３)有価証券及び投資有価証券 16,749 16,804 54

資産計 125,656 125,710 54

(１)支払手形及び買掛金 19,626 19,626 ―

(２)電子記録債務 14,134 14,134 ―

(３)未払法人税等 2,542 2,542 ―

負債計 36,303 36,303 ―

（※）受取手形及び売掛金については対応する貸倒引当金を控除しております。

（注） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

①資産

(１)現金及び預金、並びに(２)受取手形及び売掛金

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(３)有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示され

た価格によっております。

②負債

(１)支払手形及び買掛金、 (２)電子記録債務、並びに (３)未払法人税等

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

③時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区   分 連結貸借対照表計上額

非上場株式等 1,319
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税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(平成28年3月31日現在)

  繰延税金資産 賞与引当金 1,630 百万円

賞与引当金に係る社会保険料 235

未払事業税 280

退職給付に係る負債 2,081

役員退職慰労引当金 56

貸倒引当金損金算入限度超過額 111

投資有価証券等評価損 156

会員権評価損 115

資産除去債務 169

連結子会社繰越欠損金 361

減損損失 12

その他 836

繰延税金資産小計 6,046

評価性引当額 △ 634

繰延税金資産合計 5,412

  繰延税金負債 未分配剰余金 △ 38

その他有価証券評価差額金 △ 929

海外子会社減価償却費 △ 161

その他 △ 130

繰延税金負債合計 △ 1,259

繰延税金資産の純額 4,152

当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 2,369 百万円

固定資産－繰延税金資産 1,992

固定負債－繰延税金負債 △209

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

(平成28年3月31日現在)

法定実効税率 33.1 ％

（調整）

交際費等の損金不算入額 1.0

受取配当金等の益金不算入額 △0.1

住民税均等割等 0.6

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 1.4

その他 △1.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.1

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」が平成28年３月29日に国会で成立し

たことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成28年４月１日以降解消されるものに

限る）に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の32.2％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成28年４月１日から

平成30年３月31日までのものは30.9％、平成30年４月１日以降のものについては30.6％にそれぞれ変更されております。

その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が168百万円減少し、当連結会計年度に計上さ

れた法人税等調整額が201百万円、その他有価証券評価差額金が42百万円、退職給付に係る調整累計額が△９百万円そ

れぞれ増加しております。
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１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,475円11銭

１株当たり当期純利益           84円33銭

その他

本連結計算書類中の記載金額は、単位未満切捨てにより表示しております。
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個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１） 重要な資産の評価基準および評価方法

①有価証券

満期保有目的の債券 償却原価法

子会社株式及び関連会社株式 総平均法による原価法

その他有価証券

a.時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）

b.時価のないもの 主として総平均法による原価法

②デリバティブ 時価法

③たな卸資産

a.商品(ｻﾌﾟﾗｲ)･原材料・貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切り下げの方法）

b.商品(機器)･製品・仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切り下げの方法）

（２）重要な減価償却資産の減価償却方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

法人税法の規定に基づく定率法

ただし、平成10年４月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法を採用しております。

②無形固定資産（リース資産を除く）

法人税法の規定に基づく定額法

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（主として５年）に基づく定額法を採用してお

ります。

③リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

④長期前払費用

均等償却

なお、主な償却期間は５年であります。
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（３） 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②投資損失引当金

関係会社等への投資に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案の上、必要と認められる額を計上して

おります。

③賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支給見込額のうち、当事業年度において負担すべき見積額を計上しております。

④役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額を計上しております。

⑤退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に未認識過去勤務費用および未認識数理計算上

の差異を加減した額から年金資産の額を控除した額を計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見

込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により発生年度から費

用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法

により翌事業年度から費用処理することとしております。

⑥役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金支給に充てるため、内規に基づく事業年度末要支給額を計上しておりましたが、平成18年６月29日開催

の定時株主総会の日をもって、役員退職慰労引当金制度を廃止しております。

なお、当該総会までの在任期間に対応する役員退職慰労金相当額については、役員退職慰労引当金に計上しております。

（４） 退職給付に係る会計処理

計算書類において、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが、連結計算書類

と異なっております。個別貸借対照表上、退職給付債務に未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を加減した

額から、年金資産の額を控除した額を退職給付引当金に計上しております。

（５） 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（６） 重要な外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

（７） 会計方針の変更

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）及び

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等

を当事業年度から適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更いたしました。また、当

事業年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを

企業結合日の属する事業年度の計算書類に反映させる方法に変更いたします。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）及び事業分離等会計基準第57－４項

（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

なお、当事業年度において、計算書類及び１株当たり情報に与える影響額はありません。
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貸借対照表等に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 101,397 百万円

２．関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 6,106 百万円

短期金銭債務 14,524 百万円

損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高

売上高 12,861 百万円

仕入高 101,507 百万円

その他の営業取引高 31,508 百万円

営業外取引高 10,106 百万円

株主資本等変動計算書に関する注記

１．自己株式の種類及び株式数に関する事項

当事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

当事業年度

期首株式数（千株）

当事業年度増加

株式数（千株）

当事業年度減少

株式数（千株）

当事業年度末

株式数（千株）

普通株式 4,003 ― ― 4,003

合計 4,003 ― ― 4,003
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税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(平成28年3月31日現在)

  繰延税金資産 賞与引当金 525 百万円

賞与引当金に係る社会保険料 74

未払事業税 88

退職給付引当金 381

貸倒引当金損金算入限度超過額 110

投資有価証券等評価損 135

会員権評価損 95

資産除去債務 169

減損損失 10

子会社株式 274

投資損失引当金 178

その他 508

繰延税金資産小計 2,553

評価性引当額 △ 601

繰延税金資産合計 1,952

  繰延税金負債 その他有価証券評価差額金 △ 926

繰延税金負債合計 △ 926

繰延税金資産の純額 1,025

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

当事業年度(平成 28 年３月 31 日)

法定実効税率 33.1 ％

（調整）

交際費等の損金不算入額 1.5

受取配当金等の益金不算入額 △ 12.5

試験研究費等の特別税額控除 △ 3.2

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 1.8

評価性引当額の増減 2.2

その他 △ 1.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 21.4

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」が平成28年３月29日に国会で成立

したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成28年４月１日以降解消されるものに限

る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の32.2％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成28年４月１日から平成

30年３月31日までのものは30.9％、平成30年４月１日以降のものについては30.6％にそれぞれ変更されております。

その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が107百万円減少し、当事業年度に計上された

法人税等調整額が149百万円、その他有価証券評価差額金が41百万円それぞれ増加しております。
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関連当事者との取引に関する注記

(単位：百万円）

属性 名称または氏名 住所

資本金

又は

出資金

事業の

内容又は

職業

議決権

の所有

または

被所有

割合

(％)

関係内容

取引の

内容

取引

金額
科目

期末

残高

役員の

兼任

（名）
事業上の関係

親会社 凸版印刷㈱
東京都

台東区
104,986 印刷事業 60.7 

２

(注)１

印刷物･材料･

商品の販売及

び購入

製品･商

品の販売

(注)２

10,512
受取手形

･売掛金
2,037

子会社
トッパン･フォームズ

･セントラルプロダクツ㈱

東京都

八王子市
100 印刷事業 100.0 

１

(注)１

ビジネスフォー

ムの製造委託

仕入

(注)３
39,685 買掛金 6,434

賃貸収入

(注)４
3,339 未収入金 891

子会社
トッパン・フォームズ

関西㈱

大阪府

三島郡
50 印刷事業 100.0

２

(注)１

ビジネスフォー

ムの製造委託

および配送・保

管委託

賃貸収入

(注)４
1,213 未収入金 464

取引条件ないし取引条件の決定方針等

（注） １． 上記役員の兼任は、当社役員を対象としており、当社従業員は含まれておりません。

２． 当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件で行っております。

３． 当社の顧客への販売価格を基礎として、契約により価格を決定しております。

４． 一般的な取引条件を参考として、契約により賃貸料を決定しております。

なお、上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,397円99銭

１株当たり当期純利益 60円47銭

その他

本計算書類中の記載金額は、単位未満切捨てにより表示しております。


